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47％

47％ 投票率：【52.66％】（戦後最低）

28％ 25％

軍事費伸長
武器輸出
原発推進
アベノミクス

辺野古推進
消費税増・法人税減
秘密保護法
マイナンバー

国家主義的・憲法改正
立憲主義・無視

無投票 各野党計 与党
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右記ウェブより【印刷・入稿可能データ】【出力用PDF】がDL可能です。
図表作成の「参照資料・出典・文献・引用元」は、右記ウェブにて掲載。
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25％の得票率で
69％の議席占有

28％の得票率で
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「こんな道もある」
新登場。市民による「野党共闘」ってなんですか？
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graph-d.wix.com/lesson3
印刷・複製・配布、ご自由に。

●政治・社会のしくみをより知ってみたい会：発行

野党に共闘の要請。候補者を擁立。候補者と協定書調印

参議院議員選挙です年2016 月は7

安倍政権

共闘せず
2014衆院選

得票総数では
与党を上回るが
議席数では大敗

自民党支持層
公明党支持層
（創価学会票）

財界・経団連（資本層）
日本会議（国家主義層）

など

野党へ政策提言 check!

DEAD 0%

TPP突破・成立へ
雇用の規制・緩和へ
社会保障・自助へ
安保法制・運用へ較

比

shiminrengo.com

全国各地で続 と々 詳しくはHP等
ご確認ください

今の政治には
期待できないので
「行かない」という
意思表示をしました

TVのインタビューにて
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①格差・貧困の拡大や雇用の不安定化で
はなく、公正な分配・再分配や労働条件
にもとづく健全で持続可能な経済
②復古的な考えの押しつけを拒み、人権
の尊重にもとづいたジェンダー平等や
教育の実現

③マスコミや教育現場などにおける
言論の自由の擁護

④沖縄の民意をふみにじる辺野古新
基地建設の中止

⑤脱原発と再生可能エネルギーの振興

2014年 衆議院「アベノミクス解散」

※①～⑤

立憲主義の回復
安保関連法廃止

個人の尊厳を擁護する政治

は参議院議員選挙です
（ 衆 参 同 日 選 も ？ ）
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【安倍政権／実施政策一覧集】

Go Vote!
低投票率
からの脱却

著作権
FREE

安倍政権はなにを選択し、
実行してきたのか。
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ほかにも
多くの争点

政府が、
個人情報の
集積と管理

資産捕捉を検討
預金口座の連動
「2021年義務化」

巨額
コスト
利権化

なり
すまし
犯罪

改革ッ

社会保障は

「自助が基本」「自助が基本」

【　　　　　】社会保障改革の
プログラム法

【2013年12月】／安倍政権

「共助」から「自助」へ方針転換

消費税：「8%・10％」へ
税と社会保障の一体改革

【2012年6月】／3党合意 トリクル
ダウン構想

安倍政権パートナーズと政権・政策ポジション図

TPP

アベノミクス
成 長 戦 略

立憲主義の否定

大企業・投資家・株主
重視の分配

貧 

困

格 

差

化
中
集
の
富

富

正規・派遣、男・女 「大きな賃金格差」

日本型【夫が扶養する】家族モデルに限界

・1兆円にも上る返済額

・生活困窮者　・病気療養者
・介護世帯（老老介護）　・障害者
・年金受給者　・子育て世代

派遣労働拡大等、政策右傾化

ハト派に幕引き、タカ主役
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1.金融緩和
2.規制緩和
3.公共事業武器輸出

原発推進
法人税・減税

3本の矢

社会保障

消費税・増税

雇用の規制緩和

1.

2.

3.

5.

4.

・改正派遣法
※残業代ゼロ法
※金銭解決制度  等

（2015）

過去最高益 内部留保

Buy My 
Abenomics!

4年連続UP：

5兆円突破

自民党憲法草案（2012）

軍事関連費の伸長

防衛費

272,020件

2016～2020年（5年）

主な政策
（検討中含む）

沖縄辺野古

「国民管理・統制・捕捉」

」会社躍活総億1「。ればんがは民国

安保法制

米製兵器購入：

海外
  派兵：

米軍おもいやり予算：

在日米軍関係経費（2015年度）
（おもいやり予算含む）

経団連

米　国

経済財政諮問会議 等
【安倍政権メンバー】

集団的自衛権容認へ
9条は障害だ

TPP
武器輸出 原発推進
法人税減 消費税増

雇用の
規制緩和
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へ
層

・竹中平蔵氏
（人材派遣業）など

・榊原定一会長
（TORAY）
・リフレ派経済学者

日本会議

1970年代 生長の家
政治運動出身者

中心 組 織

美しい日本の憲法を
つくる国民の会

・事務総長／椛島有三氏
・安倍首相シンクタンク／伊藤哲夫氏
・首相補佐官／衛藤晟一議員（参）

櫻井よしこ氏 百田尚樹氏 舞の海氏 等

の
大
最
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日
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財界・ロビー団体等

パワーエリート層

市民団体／宗教右派
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ワシントン人脈
軍産複合体

グローバル大企業
民間シンクタンク

政策提言
働きかけ・ロビー活動・圧力・世論喚起

」層働労金賃低「。力働労な価安

国土防衛から、国際秩序・
市場・富の防衛も主眼へ

TPP巨大新市場
生活・暮らし in 【グローバル大資本+規制緩和+競争原理】

日本と関係ない【他国の戦争】へ参戦
核兵器、化学兵器の輸送も可能に

 

等

・国家権力の強化
・国防軍の創設

・基本的人権の後退　 ・家族条項
・表現の自由への規制と権力介入

・個人の尊重を否定
・「国民」に憲法の尊重義務
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（2014末～2015末）
指定関連文書数：秘密保護法

・道徳の教科化・育鵬社教科書 ・国旗国歌要請愛国教育

マイナンバー

国を愛する

「公共の福祉」は多様な「個人」の尊重から成り立っています。
自分なりの争点と、生き方と、存在と、投票と。

「公共の福祉」
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日本会議国会議員
内閣の多数占める

官　邸

美しい国

世界で最も企業が
活動しやすい国へ

自民党をブッ壊す！
抵抗勢力の放逐

安倍政権

トリクルダウン起こらず
循環しない経済

福祉職の低い賃金

低賃金+
物価の上昇+
消費税の増税+
社会保険料の負担増

奨学金による貧困

個人消費の停滞

【軍需産業の再興】
武器輸出／「防衛装備庁」設置

【イマドキの安全保障環境】
（1989）冷戦後、世界は繋がる
資本主義経済でグローバル化

金
献
業
企
ど
な
党
民
自
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4,657億円 25兆円 9,465億円

7,278億円

前5年から
133億増

さらに雇用の
自由化を推進中

の変質

【2014年4月】／消費税8％の実施

1,049兆円
【国の借金】

2015年度末

【2017年4月予定】

【2014年12月】／アベノミクス解散

総選挙：消費税10％

自民党の改憲案

社会保障財源
= 消費税改革 =

1970年代 生長の家
政治運動出身者

衛藤晟一議員
首相補佐官

※

中
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検
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審

日本会議
国会議員懇談会
281名（自民：256名）

（特に共和党）

【2013年／国会】

【2007年／安倍政権】

負担増／給付減

「自助が基本」

「国際的利益」へ
日本も軍事力を

・介護士、保育士の離職

大企業の業績 過去最大の

増える低賃金層

会計検査院
「憲法上問題」

Boots on the ground

Boots on the ground

へ国のめたの」力権家国「、くなはで」共公「。義主家国
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近 年 の 世 論・事 象

NIPPON
NOW!

2014～2019
購入予定額

（2015）

JAPAN
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避
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租

日本の
企業・
富裕層
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労
間
時
長

。
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限
の
力
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自

63
兆円
（2014末）

念
懸

憲法軽視　｜　中・韓との関係改善　｜　報道の独立性　｜　福島原発　｜　もんじゅ　｜　甘利大臣疑獄　｜　GPIF巨額年金損失　｜　ヘイトスピーチ
財政赤字　｜　少子化・内需縮小　｜　年金制度　｜　最低賃金　｜　保育園問題　｜　子どもの貧困　｜　経済的徴兵制　｜　パナマ文書　　
　　　　　　　　　　　五輪不正招致　｜　公約を破る　｜　選挙制度　｜　一票の格差　｜　軍学共同研究　｜　学費高騰　など様

多
も
点
争

生活保護水準
約8％カット

子育て
給付金廃止

医療費の
自己負担増し

要介護1・2の
保険外し

年金支給「75歳～」視野に
年金料：支給減、納付増

精神障害者7.8万人
「障害基礎年金」減額・停止

・農業、食料自給率　・食品、食の安全
・国民皆保険制度、薬価　・自然環境
・労働条件　・金融制度　・著作権　等

・ISD条項
・ラチェット条項
・NVC条項

関税
撤廃in

（米軍新基地建設費）

1

2

3

小泉
劇場

最大目標：憲法改正

日本会議国会議員：安倍首相

すべての人の人権がバランス
よく保障されるように、人権と人

）条31法憲（。整調を突衝の権

3,500億円超（2014）
総工費試算：

自民派閥政治の破壊

【2004年～ 保守本流の終焉】

最近10余年の労働法制の規制緩和

派遣・
非正規

中高年
フリーター

女性層・
母子家庭

ひとり親・
介護家庭

ワーキングプア（年収200万円以下層）

「最低賃金」での雇用／暮らし立たず

株高・円安、バズーカ砲

延 期

な「政治参加者」たち超熱心超熱心

年金

国債
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